
平成２６年度決算の状況 

 

 １ 会計別決算の状況  

◎一般会計 

 平成２６年度の一般会計の収支決算の状況は、歳入総額７８億１，８９８万８千円、歳出総額７２億９，８５０万７

千円で、歳入歳出差引額は５億２，０４８万１千円となりました。そのうち翌年度繰越財源１億６，８１９万６千円を

差し引きした実質収支は、３億５，２２８万５千円となりました。 

一般会計決算の状況   単位：千円 

歳入総額 歳出総額 
歳入歳出 

差引簿 

翌年度繰越財源 

（繰越額） 
実質収支額 

7,818,988 7,298,507 520,481 168,196 352,285 

 

◎特別会計 

 特別会計（５会計）の収支決算の状況は下表のとおりです。 

特別会計決算の状況                                             単位：千円 

区 分 歳入総額 歳出総額 
歳入歳出 

差引簿 

翌年度 

繰越財源 
実質収支額 基金繰入額 

国民健康保険 2,238,495 2,002,606 235,889         0 235,889           0 

後 期 高 齢 167,719 167,691 28         0 28           0 

介 護 保 険 1,553,053 1,498,356 54,697 0 54,697 0 

町営バス事業 56,293 56,293 0         0 0           0 

放射性物質 4,608,337 4,608,337 0 0 0 0 

 

◎企業会計 

 企業会計（４会計）の決算の状況は下表のとおりです。 

企業会計決算の状況                  単位：千円 

区  分 歳入総額 歳出総額 

水道事業 
収益的 399,280 376,498 

資本的 53,582 199,829 

下水道事業等 
収益的 187,978 213,428 

資本的 25,919 117,548 

宅地造成事業 
収益的 15,754 28,116 

資本的 0 54,293 

三春病院事業 
収益的 3,402 87,340 

資本的 0 0 



 ２ 一般会計歳入の概況  

◎歳入の内訳 

歳入の内訳をみると、町税や使用料などの町が自主的に収入できる自主財源が３５．３％、国からの地方交付

税や国県支出金、町の借入金など他に依存して収入する依存財源が６４．７％を占め、特に、地方交付税への

依存が大きいことが分かります。 

 

 

◎5 ヵ年推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ３ 一般会計歳出の概況  

◎歳出の内訳 

性質別歳出の内訳をみると、義務的経費が３９％占められています。人件費や扶助費（福祉的措置費）、公債

費（借入金の返済）は、その支出が義務付けられているもので、これらの経費が大きくなると町独自のさまざまな

事業ができなくなってしまいます。 

【性質別歳出の内訳】 

 

 

 【目的別歳出の内訳】 

      

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総額 7,298,507 千円 

 

総額7,298,507千円 



◎5 ヵ年の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 基金現在高  

 平成２６年度末の一般会計・国民健康保険特別会計・介護保険特別会計の積立基金、土地取得基金・高額

療養費貸付基金の運用基金の現在高は、下表のとおりです。 

積立基金の状況                                         （単位： 千円） 

○　一般会計 (単位：千円）

積立額 取崩額 末現在高

1 財政調整基金 772,308 200,620 186,813 786,115
積立額には、Ｈ25年度歳計剰

余金処分による積立200,000

千円を含む

2 減債基金 7,942 1 0 7,943

小　　　計 780,250 200,621 186,813 794,058

3 水道事業経営安定基金 1,085,065 407 18,500 1,066,972

　内）貸付金 493,000 0 37,000 456,000

4 福祉基金 55,313 0 0 55,313

5 がん撲滅基金 9,146 0 0 9,146

6 まちづくり基金 1,843 0 0 1,843

7 水と緑とさくらの基金 55,532 16 350 55,198

8 観光振興基金 6,274 2,000 1,000 7,274

9 教育施設整備事業基金 104,082 92,510 62,000 134,592

10 文化財振興基金 2,864 0 0 2,864

11 敬老園基金 8,803 2,202 0 11,005

12 三春病院事業基金 301,907 28,173 0 330,080

13 公有施設整備基金 539,420 58,916 0 598,336

14 東日本大震災復興基金 172,418 85 94,148 78,355

その他特定目的基金小計 2,342,667 184,309 175,998 2,350,978

計 3,122,917 384,930 362,811 3,145,036

○　特別会計

積立額 取崩額 末現在高

1 国保給付費支払準備基金 123,414 41 0 123,455

2 介護給付費準備基金 40,673 19 0 40,692

3 介護保険財政安定化基金特例交付金基金 1,625 0 1,625 0

計 165,712 60 1,625 164,147

総　　　計 3,288,629 384,990 364,436 3,309,183

備　　考

備　　考

基　　金　　名
平成25年度末

現在高

平成26年度分

基　　金　　名
平成25年度末

現在高

平成26年度分

 

 

（２）　運用基金

積立額 取崩額 末現在高

1 土地取得基金 45,000 0 0 45,000

2 高額療養費貸付基金 5,000 0 0 5,000

計 50,000 0 0 50,000

基　　金　　名 備　　考
平成25年度末

現在高

平成26年度分

 

 

 



 ５ 町債現在高  

平成２６度末の一般会計及び企業会計における町債（借入金）の現在高は１１４億２，９００万１千円となってお

ります。平成２６年度は、４億５，５４０万円の借入を行い、５億１，６９１万２千円（元金）の返済を行いました。 

会計区分別町債現在高                                         (単位：千円） 

借入額 元金償還額 借入額 元金償還額

土木債 3,703,568 0 142,337 201,400 141,232 3,621,399

農林水産債 87,695 0 6,531 0 6,586 74,578

教育債 1,232,015 0 44,009 180,700 54,158 1,314,548

公営住宅債 178,538 0 21,948 0 22,199 134,391

厚生福祉債 162,531 0 9,089 0 6,478 146,964

消防債 207,189 0 6,525 58,600 6,567 252,697

衛生債 215,739 0 9,783 0 9,931 196,025

総務債 33,252 0 3,230 0 3,251 26,771

災害復旧債 55,817 0 3,520 2,300 1,928 52,669

県振興基金 65,095 0 0 0 15,847 49,248

減税補てん債 155,777 0 21,658 0 21,810 112,309

臨時税収補てん債 29,422 0 3,546 0 3,583 22,293

臨時財政対策債 2,011,419 0 69,909 0 70,276 1,871,234

計 8,138,057 0 342,085 443,000 363,846 7,875,126

水道事業債 1,141,143 0 60,979 0 61,777 1,018,387

下水道事業債 2,704,680 0 90,303 12,400 91,289 2,535,488

計 3,845,823 0 151,282 12,400 153,066 3,553,875

11,983,880 0 493,367 455,400 516,912 11,429,001合計

一般会計

企業会計

区分 名称
平成25年度末

現在高

上半期運用状況 下半期運用状況 平成26年度末
現在高

 

 

◎町債現在高の推移（一般会計） 

三春町では公営住宅、廃棄物処理施設、保健福祉施設、交流館まほらなどの大きな公共事業はおおむね完

成し、高い行政水準の確保と住民サービスの向上につなげてまいりました。近年は、中期財政計画等により、定

期償還の確実な実行と新たな町債の抑制等を行い、残高を減らしています。 

 


